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良好な自転車交通秩序の実現のための総合対策の更なる推進について（通達）

自転車は、幼児から高齢者まで幅広い層が多様な用途で利用する県民の身近な交通手段で

あり、環境負荷の軽減、災害時における交通機能の維持、健康増進、観光の振興等に資する

ものとして、様々な分野における利用のニーズが高まっているところである。

一方で、自転車の安全対策については、「良好な自転車交通秩序の実現のための総合対策

の推進について」（平成30年３月20日付け大通達甲（交企）第２号、（交指）第１号、（交規）

第１号、（運免）第１号）等に基づき、各種対策を推進しているところであるが、依然とし

て自転車が関係する交通事故が発生しており、近年、交通事故全体の発生件数が減少傾向に

ある中、自転車対歩行者事故の発生件数は横ばいで推移している。

このような情勢の中、今後、電動キックボードを始めとする新たな電動モビリティと自動

車、自転車及び歩行者との共存を図り、交通の安全を確保するためには、自転車に係る諸対

策を更に強化していく必要があることから、各所属にあっては、良好な自転車交通秩序の実

現のため、下記の対策を講ずるとともに、関係機関・団体等と連携し、効果的な取組の推進

に努められたい。

なお、前記通達は、廃止する。

記

１ 基本的考え方

自転車利用者の交通ルールの遵守が徹底されない要因として、自転車が気軽な乗り物で

あるため、交通ルールに関する利用者側の遵法意識が低く、交通違反をしても取り締まら

れることはないという認識を持っていること等が考えられる。

そのため、自転車の安全対策を推進する上では、自転車通行空間の整備、交通安全教育

や広報啓発及び交通違反に対する指導取締を柱として、それぞれ有機的な連携に配意しな

がら効果的に対策を講ずる必要がある。

これらの対策を効果的かつ適切に推進するため、交通警察各部門の総合力を発揮して、

歩行者、自転車及び自動車のいずれもが安全で円滑に通行できる、連続性のある自転車ネ



ットワークの構築に配意するとともに、自転車利用者の交通安全意識の向上に資する交通

安全教育・広報啓発活動の推進、ルールを守らない自転車利用者に対する重点的な指導取

締り及び自転車運転者講習制度の着実な運用等により、自転車の安全な利用を促進するも

のとする。また、道路管理者、教育委員会及び学校、自転車関連事業者、交通ボランティ

ア等との適切な協働及び関係部門、関係機関・団体等と緊密な連携を図り、各種対策を効

果的に推進するものとする。

２ 推進すべき対策

(1) 自転車通行空間の整備

ア 普通自転車専用通行帯の整備等

(ｱ) 自転車の交通量が多い路線や将来的に増加が見込まれる地域において、自転車関

連事故の発生状況も踏まえ、普通自転車専用通行帯の整備を推進すること。

(ｲ) 自転車の走行速度が高い道路のほか、歩行者、自転車及び自動車の交通量を踏ま

え、自転車専用の通行空間を整備する必要がある場合は、道路管理者に対し、自転

車道の整備を働き掛けること。

(ｳ) 自転車専用の通行空間の整備が困難な場合は、道路管理者と連携し、法定外表示

（矢羽根型路面表示及び自転車のピクトグラムをいう。以下同じ。）の設置を検討

すること。

また、道路利用者のニーズ、道路状況、交通実態等を勘案し、将来的には自転車

道又は普通自転車専用通行帯を整備することについて検討すること。

(ｴ) 自転車通行の安全性を向上させるため、道路状況、交通実態等を踏まえ、自転車

通行空間の整備と併せて駐車規制の実施を検討するとともに、当該区間においては

違法駐車の取締りを積極的に推進すること。

イ 普通自転車歩道通行可の交通規制の見直し

普通自転車歩道通行可の交通規制（以下「自歩可規制」という。）は、「「交通規制

基準」の改正について」（令和３年12月６日付け大示達甲（交企）第30号）の別添「第

59 普通自転車歩道通行可、普通自転車の歩道通行部分」のとおり、普通自転車及び

歩行者の安全な通行を確保するため、対象道路については歩道の有効幅員（以下「幅

員」という。）が３メートル以上あることを原則としていることから、自転車通行空

間の整備と併せて、次のとおり自歩可規制の見直しを検討すること。ただし、道路管

理者が整備する自転車歩行者道については、道路構造上、自転車及び歩行者の通行の

用に供する区間であることから、自転車歩行者道の設置が確認できる自歩可規制区間

においては、見直しの対象区間から除くことができる。

また、車道に自転車専用の通行空間を整備することが困難な区間において、自歩可

規制を解除する場合は、道路管理者と連携し、法定外表示を設置すること。

(ｱ) 幅員３メートル未満の歩道

車道に自転車専用の通行空間が整備されている区間については、自歩可規制の解

除を検討すること。

また、車道に自転車専用の通行区間が整備されている区間以外の全ての区間につ



いても、自歩可規制の見直しを検討すること。ただし、次のａからｃまでのいずれ

かに該当する場合は、見直しの対象区間から除くことができる。

ａ 歩行者の交通量が極めて少ないなど、歩道における歩行者と自転車の交錯の危

険が低い場合

ｂ 車道における自転車の通行空間の確保が困難な場合であって、自転車の走行速

度が高かったり、大型自動車等の混入率が高かったりするなど、自転車の車道通

行が危険なとき。

ｃ 保育施設等が存在するため幼児を同乗させている自転車の交通量が多い場合

(ｲ) 幅員３メートル以上４メートル未満の歩道

歩道上で歩行者と自転車の交通事故が発生したことがあるなど、交通実態や沿道

状況を踏まえ、自転車が歩道を通行することに危険があると判断される区間につい

ては、自転車と歩行者の交錯の問題を解消するため、自歩可規制の解除を検討する

こと。

(ｳ) 幅員４メートル以上の歩道

歩行者の通行に特に支障が認められない区間については、歩道における自転車と

歩行者の双方の安全かつ円滑な通行を確保するため、普通自転車の歩道通行部分の

指定を積極的に検討すること。

ウ 自転車に係るその他の交通規制の見直し

自転車道等が整備されているなど、自転車が安全かつ円滑に自転車横断帯を進行す

ることが想定される場合を除き、原則として自転車横断帯を撤去すること。

また、自転車横断帯の撤去に当たっては、歩行者用灯器に設置されている「歩行者

・自転車専用」の補助板の撤去についても、併せて検討すること。

(2) 基本的な交通ルールの周知及び遵守の徹底を図る交通安全教育・広報啓発の推進

ア 自転車に関する基本的な交通ルールの周知

全ての自転車利用者に対して、自転車は「車両」であり、車道通行が原則であるこ

と、歩道通行できる場合でも歩道は歩行者優先であること等、自転車の基本的な交通

ルールを周知すること。

イ 全ての年齢層に対する自転車安全教育の推進

交通安全教育の実施に当たっては、自治体等と連携し、心身の発達段階やライフス

テージに応じて段階的かつ体系的に行うよう配意すること。

(ｱ) 児童、生徒及び学生

加害者となる側面を有していることを理解させ、交通ルールを守らないこと等が

交通死亡事故に至る危険性があることについて、スケアード・ストレイト方式の交

通安全教室等により周知すること。

(ｲ) 高齢者

加齢に伴う身体機能の変化が行動に及ぼす影響等を参加・体験・実践型の交通安

全教育等により理解させ、自ら納得して実践する安全な行動の促進を図るとともに、

自転車が運転免許証の返納後の交通手段となり得ることを視野に入れた教育を実施



すること。

(ｳ) 保護者、社会人等

児童又は生徒を対象とした自転車教室への保護者の参加要請、安全運転管理者等

を通じた事業所レベルでの安全教室の開催等の工夫を行うこと。特に、交通安全教

育を受ける機会が少ない世代に対しては、ＳＮＳ等の各種媒体を積極的に活用した

短時間動画等による情報発信を行うこと。

(ｴ) 運転免許保有者

更新時講習、高齢者講習等において使用する教本の中で、「自転車安全利用五則」

の遵守等を紹介するとともに、管内における自転車の利用実態等を踏まえ、自動車

運転者に対し、自転車の交通ルールに係る教育を行うこと。

ウ 全ての年齢層に対するヘルメット着用の推奨及び被視認性の向上

全ての年齢層の自転車利用者に対し、ヘルメットを着用していなかった場合の交通

事故致死率等の具体的なデータを用いて、自転車乗車時の頭部保護の重要性及びヘル

メット着用による被害軽減効果についての理解促進に努め、ヘルメット着用を推奨す

ること。

また、幼児及び児童については、ヘルメットを着用させるよう、保護者等に対して

努力義務が課されていることを周知すること。

さらに、薄暮の時間帯から夜間における自転車事故を防止するため、灯火点灯の徹

底及び反射用品等の取付けを促進し、自転車の被視認性の向上を図ること。

エ 自転車を用いた配達業務中の交通事故防止対策の推進

関係事業者等に対する交通事故発生状況等に関する情報提供や実技を含む交通安全

教室の開催を始めとする交通安全対策の働き掛け、関係業界との連絡協議会の開催、

自転車配達員への街頭における指導啓発、飲食店等を通じた配達員への交通ルール遵

守の呼び掛け等を推進すること。

オ 幼児同乗用自転車の安全利用の促進

幼稚園等と連携し、幼児を自転車の幼児用座席に乗車させる際のヘルメット及びシ

ートベルトの着用促進について、保護者を対象とした広報啓発を推進すること。

特に、幼児二人同乗用自転車については、転倒防止や安全利用を推進するため、参

加・体験・実践型による従来の交通安全教室のほか、ＳＮＳ等による動画や情報の発

信等による情報提供、注意喚起等の各種広報啓発を推進すること。

カ 自転車の点検整備及び損害賠償責任保険等への加入の促進

自転車の点検整備を促進することは、自転車の安全性を継続的に確保するとともに、

安全意識の醸成につながることが期待できることから、交通安全教育等の実施に当た

っては、関係団体・事業者等と連携し、自転車の点検整備の重要性及び実施要領につ

いて分かりやすく周知を図るよう配意すること。また、本県では、大分県自転車の安

全で適正な利用の促進に関する条例（令和２年大分県条例第49号）により、自転車に

係る損害賠償責任保険等への加入が義務付けられていることから、具体的な事故事例

を示すなどして、損害賠償責任保険等への加入の必要性について理解させるよう努め



ること。

キ 自転車関係事業者への働き掛けの推進

自転車販売店等に対しては、自転車関連事故の発生状況や交通ルール遵守の徹底を

図る広報資料の提供等により、自転車販売時、貸与時等に店員等による積極的な啓発

を促すこと。また、駆動補助機付自転車（以下「電動アシスト自転車」という。）の

販売台数の増加に伴い、電動アシスト自転車と歩行者の事故も増加傾向にあることか

ら、電動アシスト自転車の購入者に対しては、交通ルール遵守や安全利用を図るため

の注意点等の指導を促すこと。

(3) 自転車利用者による交通違反に対する指導取締りの強化

ア 実効性のある指導警告

違反者に対する指導警告は、運転に免許を必要としない自転車利用者に対して交通

ルールを認識させる機会でもあることから、指導警告に際しては、この点を念頭に、

自らの違反行為の危険性や交通ルールを遵守することの重要性について違反者が理解

できるよう、自転車指導カード（「自転車運転者及び歩行者による軽微な交通違反に

対する指導警告活動の強化について」（令和３年３月25日付け大示達甲（交指）第22

号）第１号様式）を活用した実効性のある指導警告を行うこと。

イ 悪質・危険な交通違反に対する取締りの強化

自転車利用者による交通違反が行われた場合において、警察官等の警告に従わずに

違反行為を継続したときや違反行為により通行車両や歩行者に具体的危険を生じさせ

たときは、交通切符等を活用した検挙措置を積極的に講ずること。また、検挙措置を

講ずるに当たっては、自転車関連事故の発生状況や地域住民の取締りに関する要望を

踏まえて事前に組織的に検討を行い、真に事故抑止に資する取締りとなるよう留意す

ること。

また、自転車関連事故について、自転車利用者に負傷が認められる場合であっても、

当該者に法令違反がある場合にはしかるべく責任を追及する必要があることから、自

転車側の信号無視、一時不停止等の違反行為の有無について確認の上、法令違反が認

められる場合は、立件に向けた捜査を徹底すること。

ウ 自転車運転者講習制度の着実な運用

交通の危険を生じさせるおそれのある一定の違反行為を反復して行った自転車運転

者に対しては、自転車運転者講習において交通ルールの周知徹底を図ることとしてい

る。当該講習は、当該自転車運転者に対して集中的に交通安全教育を実施することが

できる機会であるため、危険行為の登録を迅速に行い、時機を失することなく受講対

象者を抽出するとともに、危険行為登録件数の増加に伴う受講対象者の増加にも十分

に対応できる体制を整備すること。

エ 交通ボランティア等と連携した街頭活動の強化

自転車の通行ルールの周知徹底を効果的に推進するためには、自転車利用者に対す

る街頭での指導啓発活動の推進が不可欠であることから、交通安全活動を行うボラン

ティア、地域住民等との連携が重要となる。このため、当該連携に必要な助言、指導



等や地方公共団体の職員の研修への協力を積極的に行うこと。

また、地域交通安全活動推進委員に対しては、より効果的な「自転車の適正な通行

の方法について住民の理解を深めるための運動の推進」がなされるよう、自転車の通

行ルールやその指導方法等について教養を徹底し、警察官と共同で街頭指導活動を行

うことはもとより、ボランティア等が独自に沿道住民と共に行う啓発活動への積極的

な参加・協働等、街頭における自転車利用者に対する指導啓発活動を重層的に推進さ

せること。

また、街頭における指導啓発活動に当たっては、歩道を通行できる場合でも、歩道

は歩行者優先であるというルールの遵守を徹底させること。

(4) 自転車指導啓発重点地区・路線の選定等

ア 自転車指導啓発重点地区・路線の選定及び公表

歩道上における自転車と歩行者の交錯、車道における自転車の右側通行、信号無視

等の実態から自転車関連事故が現に発生し、又は発生が懸念され、自転車交通秩序の

実現が必要であると認められる地区・路線を「自転車指導啓発重点地区・路線」（以

下「重点地区等」という。）として選定し、重点地区等において、重点的及び計画的

に、自転車通行空間の整備、指導啓発活動及び指導取締りを推進すること。

また、地域住民に対し、居住地域のどこが重点地区等であるのかを周知するため、

重点地区等の選定状況を、具体的な選定理由と共に広報誌、市町村報等の効果的な媒

体を用いて公表し、重点地区等における交通ルール遵守の重要性及び重点地区等にお

いて推進する活動に対する理解の醸成に努めること。

なお、自治体等と連携し、現場において当該場所が重点地区等であること、歩道は

歩行者優先であること等の基本的な交通ルールを可能な限り表示することについても

検討すること。

イ 重点地区等の選定基準

重点地区等の選定に当たっては、自転車の通行量、自転車対歩行者事故及び自転車

関連事故の発生状況、自転車に関する交通ルールの遵守状況、自転車の通行に関する

地域住民の要望等、自転車通行空間の整備状況、自治体等の自主的な活動状況等を踏

まえ、次に示す例を参考に地域の実情に応じて選定すること。

(ｱ) 自転車通勤者等が集中する駅周辺

(ｲ) 自転車通学の学生等により、悪質・危険な自転車の運転が問題となっている通学

路等

(ｳ) 高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律（平成18年法律第91号）

に規定する生活関連経路等で高齢者や障害者の歩行中の安全を確保する必要性が特

に高い地区・路線

(ｴ) 自転車利用者の通行量が特に多い生活道路

(ｵ) 前記(ｱ)から(ｴ)までに掲げるもののほか、自転車利用者の歩道通行が特に多い地

区・路線

ウ 情勢の変化に応じた重点地区等の見直し



重点地区等を選定した後も、重点地区等における自転車利用者の交通ルールの遵守

状況、指導警告及び取締りの状況を定期的に検証するとともに、自転車や歩行者の通

行実態、自転車関連事故の発生状況、地域住民の要望等、地域の実情に即した必要な

見直しを行うこと。

エ 重点地区等において推進すべき施策等

(ｱ) 自転車通行空間の優先的な整備

普通自転車専用通行帯の整備又は法定外表示の設置及び自歩可規制の見直しを優

先的に実施すること。

(ｲ) 指導啓発活動の推進

地域交通安全活動推進委員、関係機関・団体、地域住民等と警察が協働して活動

する場合はもとより、自治体等が自主的に実施する自転車利用者に対する指導啓発

活動について、重点地区等で実施するよう要望すること。

(ｳ) 重点地区等を中心とした指導取締りの推進

特に都市部を中心に、自転車利用者が交通ルールを無視した運転を行っていると

いう指摘が依然として数多くなされていることから、重点地区等においては、自転

車や歩行者が多く通行する時間帯を中心に、信号無視、通行区分違反（右側通行、

歩道通行等）、一時不停止等、歩行者や他の車両にとって危険性又は迷惑性の高い

違反に重点を置いた指導取締りを推進すること。

(ｴ) 集中的かつ重点的な活動の推進

前記(ｲ)及び(ｳ)に規定する活動の推進に当たっては、集中的かつ重点的にこれら

を実施する日を毎月１日以上設け、通勤・通学時間帯に絞って活動するなど、指導

啓発及び指導取締りの効果が期待できる活動を推進すること。また、集中的かつ重

点的に指導啓発活動及び指導取締りを実施する日の活動状況を含め、重点地区等に

おける指導啓発や指導取締り状況について、積極的な広報に努めること。

(5) 対策推進上の基盤の整備等

ア 関係部門との連携等

(ｱ) 部内教養の徹底

部門を問わず、警察職員に対し、自転車の交通ルールについて教養を実施するこ

と。特に、職務執行に際して自転車を利用する職員に対しては、交通ルールの遵守

について指導を徹底すること。

(ｲ) 関係部門との連携

警察署においては、交通部門以外の部門で実施される講習の機会等の際に、当該

講習等の目的に支障のない範囲内で、自転車の交通ルール等を周知するのための広

報啓発活動を積極的に実施すること。

また、自転車利用者による交通違反に対する指導取締り等の街頭活動の実施につ

いては、地域部門との緊密な連携に留意すること。

イ 関係機関・団体等と連携した取組の推進

警察署において自転車対策を総合的かつ計画的に推進する際は、関係機関・団体等



と連携して取り組むこと。

(ｱ) 地方公共団体等への支援等

市町村の中には条例を制定し、自転車の安全利用やそのための教育等を推進して

いるところがあるが、各警察署にあっては、このような事例を参考にしつつ、地方

公共団体による自転車の交通ルール遵守等のための取組を積極的に支援すること。

(ｲ) 関係機関等との協力体制の強化

対策を効果的かつ継続的に推進するため、これまでに、市町村、教育委員会及び

学校、道路管理者、自転車関係団体等との間で設置した連絡協議会を活用するなど

して、引き続き、関係機関等との協力体制の強化を図ること。

また、関係機関・団体と適切な役割分担を図るとともに、必要な情報提供や支援

等により、連携を強化すること。

（交通企画課安全係）

（交通指導課指導取締係）

（交通規制課交通規制係）

（運転免許課講習係）


